原朗『創作か盗作か : 「大東亜共栄圏」論をめぐって』に寄せて : 擬装盗用の摘発と防止のために by 疋田 康行 et al.
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，特に有益な御助言と
御示唆をいただいた」2 ）（傍点は筆者が付し



















































































































上で2018年 5 月に結審，判決言渡しは 3 回も









3 　訴訟費用は，これを10分し，その 3 を
被告の，その余を原告の負担とする。
























































































































































































































































































































































の対応に関する規程」（2007年 4 月 6 日規約
第07- 1 号） は，文科省『ガイドライン』の
雛形よりは丁寧に設計されており，制定後も





















































正局（Office of Research Integrity, ORI）18） の
（https://sites.google.com/view/aharashien/
ホーム），2021年 6 月 1 日20時アクセス。
17）白楽ロックビル氏はその一人といえ，同氏の
研究規範に関する著述や講演については，氏の














対盗用政策（ORI Policy on Plagiarism）19） を
みよう（太字・下線は筆者）。
Although there is widespread agree-
ment in the scientific community on in-
cluding plagiarism as a major element of 
the PHS definition of scientific misconduct, 
there is some uncertainty about how the 
definition of plagiarism itself is applied in 
ORI cases.
As a general working definition, ORI 
considers plagiarism to include both the 
theft or misappropriation of intellectual 
property and the substantial unattribut-
ed textual copying of another’s work. It 
does not include authorship or credit dis-
putes.
The theft or misappropriation of in-
tellectual property includes the unau-
thorized use of ideas or unique methods 
obtained by a privileged communication, 
such as a grant or manuscript review.
Substantial unattributed textual copy-
ing of another’s work means the unattrib-
uted verbatim or nearly verbatim copying 
of sentences and paragraphs which mate-
rially mislead the ordinary reader regard-
ing the contributions of the author. ORI 
generally does not pursue the limited use 
of identical or nearly-identical phrases 
which describe a commonly-used method-
ology or previous research because ORI 
does not consider such use as substantial-




報の科学と技術』66巻 3 号 , p.109 （2016））
19）https://ori.hhs.gov/ori-policy-plagiarism, 
2021年 4 月12日13時アクセス。
Many allegations of plagiarism in-
volve disputes among former collabora-
tors who participated jointly in the devel-
opment or conduct of a research project, 
but who subsequently went their separate 
ways and made independent use of the 
jointly developed concepts, methods, de-
scriptive language, or other product of the 
joint effort. The ownership of the intellec-
tual property in many such situations is 
seldom clear, and the collaborative history 
among the scientists often supports a pre-
sumption of implied consent to use the 
products of the collaboration by any of 
the former collaborators.
For this reason, ORI considers many 
such disputes to be authorship or credit 
disputes rather than plagiarism. Such dis-
putes are referred to PHS agencies and 
extramural institutions for resolution.
From ORI Newsletter, Vol. 3 , 



































































































































21）白楽氏のウェブサイトの「 2 - 2 　盗用のすべ
て（https://haklak.com/page_plagiarism.html）」
の最初に「⃝【盗用の種類】」が置かれ，処罰


































（下記 4 - 1 の⑴）を原「満州第一論文」とす
る。




績に関する 6 つの注である。 満州史研究会
立教経済学研究　第75巻　第 2号　2021年92
メンバーでは，浅田が 4 回で， 2 回は謝辞，
他の 1 回は序論での先行研究紹介，最後は第
1 篇第 1 章での参照注である。松村は 3 回で，























からの引用注，残り 1 つが第 4 篇第 1 章第 3































































































































































































































経営学系が 6 件，社会学系が 4 件，政治学系
が 3 件である。不正行為者の職は「教授」が
一番多く，「准教授」がこれに次いでいる23）。
研究不正の小さな「成功」の積み重ねが，そ
の常習化を生んでいるのかもしれない。研究
不正には早期に，研究者として自立したとさ
れる課程博士号取得前までに，対処して立ち
直らせ，必ずしも十分ではない研究能力の高
い人材を出来るだけ減らさぬようにすること
も重要だと思う。
ところで，学会誌での論文掲載は，博士学
位や研究教育職を獲得するためにほぼ不可欠
の条件であり，学会の研究規範遵守の制度化
は重要だと思われる。 2 の終わりの方で，ま
た注 7 で述べたように，今世紀初頭から日本
学術会議や日本政府・文科省は研究公正を推
進し始めたが，白楽氏によれば，学会での研
究公正の取り組みはまちまちである24）。経済
史系主要 3 学会で倫理憲章を定めたのは2021
23）すでに研究不正事件の定量分析があり，白楽
氏のウェブサイトにも「ネカト・クログレイ事
件集計（2019年）日本編」（https://haklak.com/
page_ffp_statistics_jp.html）がある。
24）白楽氏のウェブサイト（https://haklak.com/
page_plagiarism.html）の「 2 ．盗用ルール」
《 4 》学会の盗用ルールと解説」。好事例として，
日本化学会の「会員行動規範」の関連条項も紹
介されている。
年 5 月現在「政治経済学・経済史学会」だけ
であり，他学会は執筆要領や投稿規程，ある
いは会則などでも研究規範の遵守を明記して
いない。学会がその研究規範遵守の宣言など
を掲げることは大切であるが，研究大会報告
や掲載論文の質保証の向上はより重要であろ
う。中核的学会ないし学会連合等で，その研
究分野の特徴に応じた研究規範を明確化し，
研究不正・盗用の防止方法を具体化していく
ことが望ましい。投稿論文等のレフェリーは，
主に学界への新たな貢献の有無を調べるが，
様々な研究上の工夫や過誤も洗い出して編集
会議に報告する。その一環として盗用の有無
等の最低限のチェックも行った方が良いだろ
う。とくに，先行研究の正確なサーベイや参
考文献リストの完備のチェックなどは，学界
への新たな貢献を確認する上で不可欠の作業
であるし，研究規範遵守状況の判断にも資す
る。レフェリーの負担を軽減するため，剽窃
検出ソフトによるチェック結果を査読の参考
資料として提供すること，さらにはレフェリ
ーが研究不正の可能性ありと判断した場合に
は別途調査組織で精査することなどは，十分
考えられる。
最後に，すでに定年で大学を退職した小林
氏には，「『大東亜共栄圏』の形成と崩壊」
の出版時に「原氏の業績をどのように理解し
評価していたのか」とともに，「研究者・大
学人として本当に充実した人生であったか」
を問いたい。もし，後者が肯定出来ないのな
ら，その経験と実感を若い世代に伝えて頂き
たい。（この段落だけ敬称を付す。）
以上
